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内容梗概

本論文は，著者が大阪大学大学院工学研究科(通信工学専攻)在学中
に行った研究の成果をまとめたものであり，以下の 7 章から構成されて

いる.

第 l 章は，序論であり，従来用いられてきたディジタル無線伝送方式
におけるこれまでの研究の経緯と，無線伝送路において発生するフェー

ジング並びにこれを補償する技術について概要を述べている.また，本研
究の背景となるトラヒック変動のピークに対して吸収効果に優れ，かっ

信頼性の高いシステム構築が重要となっていることの観点から，本研究
の占める位置及び意義を明確にしている.

第 2 章では，大きなトラヒック変動を有する情報に対し，変調多値数

を可変にする可変容量伝送方式を提案し，これによって'情報のトラヒック
ピークの吸収が可能であることを定性的に明らかにしている.このため，

まず?周波数選択性及び非周波数選択性フェージングチャネルモデルを
示し，これによるトラヒック疎通率劣化の状況を明らかにしている.さら

に，これらの伝送路における可変容量伝送方式の概念及び動作の概要に
ついて述べ，これを適用した場合のトラヒック疎通率改善効果を定性的

に明らかにしている.

第 3 章では，非周波数選択性フェージング伝送路における可変容量
伝送方式の総合疎通率を導出し，可変容量伝送方式が従来の固定容量伝
送方式に比べ疎通率の改善効果が高いことを定量的に解析している.ま
た，フェージ、ングの補償技術として従来から広く使用されてきたダイパー

シティ受信と比較することにより，可変容量伝送方式が非周波数選択性

フェージングに対し遜色のない補償効果を有することを明確にし，さら

に両者を同時に使用した場合の疎通率改善効果についても定量的解析を
力日えている.

第 4 章では，高速信号伝送時に問題となる周波数選択性フェージング

に対する可変容量伝送方式の疎通率改善効果について論じている.自動
等化器は周波数選択性フェージングの補償技術として有効であることが
知られているが，可変容量伝送方式は，自動等化器と同様に周波数選択性
フェージングに対しても効果を有することを明らかにしている.また，自
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動等化器と可変容量伝送方式を併用した場合のトラヒック非疎通率を導

出し，非疎通率に対しては両者を併用したことによる相乗効果が存在す
ることを明確にしている.

第 5 章では，干渉と非周波数選択性フェージングが同時に存在する伝

送路に対して，可変容量伝送方式の疎通率を理論解析し，同一疎通率を達

成するために必要となる許容干渉量が固定容量伝送方式と比較し?極め

て大きく許容でき，干渉に強いことを明らかにしている.

第 6 章では，可変容量伝送方式の応用例として，まず?トラヒック変動
が大きく発生するマルチメディアサービス (ATM 伝送)への適用を検討

し，これに対する定量的解析を行いうセル廃棄率の改善効果が存在するこ

とを明らかにしている.次に， TDMA を用いた移動通信システムに可変

容量伝送を適用した場合に対する解析を加え，同一周波数干渉許容量を

大きくできることにより，周波数繰り返し距離の短縮化が可能となるこ

とを示し，本方式が周波数の使用効率の点でも優位であることを明確に

している.

第 7 章は結論であり，本提案方式による改善効果をまとめて示し，本

研究で得られた成果について総括を行っている.
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第 1 章

序 吾，6.

日間

情報化社会の進展と共に，通信ニーズ量の拡大のみでなく，その内容
の多様化が進行している.そのため，音声，画像，データなどを対象とし
て多種多様かっ大容量の通信システムの役割がますます増大する傾向に
ある.このような高度情報化の社会的背景のもとで，より高速，より高信
頼度のディジタル通信システムが構築されつつある.無線通信において

も，この要求を満足するため，空間という不安定な伝送媒体を克服できる
理想的なシステムの理論的，実用的研究が内外において活発に進められ
ている (1)一 (3) 本章では，その歴史的な研究背景及び本論文の占める位置

と意義について明確にする.

ディジタル伝送システムを支える変調技術としては， BPSK(Binary 

Phase Shi此 Keying) と QPSK(Quaternary PSK) 等の低レベル変調方式

が主流であった.これらの技術が用いられる基幹マイクロ波通信，衛星通

信，移動体通信等では，主に高速通信，周波数有効利用，耐フェージング性

が重要な課題である (4). 1970 年代に入って，周波数有効利用のため，これ

らの単純な変調方式とは全く異なる考え方を取るディジタル変調方式が

数多く提案され，注目を集めた.特に，受信機において符号間干渉を積極
的に取り入れ，これをスペクトル整形に利用するパーシャルレスポンス

(Partial Response) 方式は，周波数利用効率の高い方式としてその研究が
盛んに行なわれた(5) ， (6) パーシャルレスポンス方式は，これまでのように

標本時における符号間干渉がないように波形整形するナイキスト基準に

1 



2 第 1 章序論

従うものではなく，受信機で干渉量が既知であればその影響を取り除く
ことができるという前提に基づいている.さらに，定包絡線変調方式であ
るため，非線形増幅器でのスベクトル広がりを防止することができる.そ

の代表的なものとして GMSK(Gassia品目filtered Minimum Shi仇 Keying) ，
TFM(Tamed Frequency Modulation) , GTFM(Generalized TFM) などが
考案されているの一(12)

一方?これらの研究と並行して，基幹伝送路における周波数利用効率向
上かつ大容量伝送のため， 8_PSK(13) ,(14) , 16QAM(Quadrature Amplitude 
Modulation)(15) 一 (19) などの多値レベル変調技術も導入されるようになり，

高能率な変調方式を目指した研究が進められた. 16QAM 方式に続いて，
欧米では 64QAM 方式(20) 一 (25)，日本では 256QAM 方式(27)一 (32)の検討が

行なわれ，現在実用に供されている.

また，近年，移動無線，特に自動車電話，無線呼び出し及びコードレス
電話に代表される公衆通信用移動電話システムが急速に普及するように

なったこのような通信形態においては?無線ゾーンを小さくすることに

よって周波数の繰り返し数を増大し，有限資源である周波数を有効利用
するいわゆるセルラ一方式が使用されている (33) ， (34) 無線ゾーンをさら

に小さくしたマイクロセル通信は，周波数繰り返し回数を大きくできる

ため，収容加入者数を大幅に増大でき，携帯機の小型化が可能であること
から次世代の通信方式として脚光を浴びている (35) 一 (42)

一方、無線伝送路を伝搬する電波は受信電界強度が時間的に変動す
るフェージングの影響を受ける.フェージングは反射あるいは屈折など

により 2 つ以上の異なる通信路を通過した信号の位相差によって発生し?

受信電界強度の低下，波形ひずみ，符号間干渉を引き起こす原因となるた
め，符号誤り率が劣化する (43) 一 (50) 特に，大容量方式，高能率変調方式と

なるほどその影響が顕著であり?その対策が必要となる (51)

このようなフェージングの補償技術としては，複数の伝送路を経由し

た受信信号の中から受信レベルが高いものを選択，あるいは合成するダイ
バーシティ技術(52)一 (57)ヲ波形ひずみの補償に有効な自動等化技術(58) 一 (63)

が代表的である.さらに?これらの技術を同時に用いた時の瞬断率改善効

果は，個々に使用した場合の改善度をかけ合わせたものよりも大きくな
り，相乗効果が存在することが明らかにされている (64)
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このように，無線通信システムではフェージングの影響によって情報

が正しく相手側に届かない場合がある.それに加えて，回線が他のユーザ
に占有されている場合にもやはり情報伝送は不可能である.通常，信頼性
の高い回線設計を行なうためには，通信品質に関する要求条件を満たしつ

つ，トラヒックの変動に対して柔軟に対応できなければならない.音声?

データ，画像等さまざまなメディアを統合して取り扱いうる B噂ISDN を実

現する技術として注目されている ATM(Asynchronous Transfer Mode : 

非同期転送モード)網においても同様な状況にあり，これを満足するため，
各種のトラヒック制御方法が多く発表されている (65) 一 (69)

これに対し，従来の無線システムでは，周波数の有効利用のため大きい

変調多値数を用いてきたこの場合，伝送路容量は常に固定であり，フェー

ジングの影響を減少させる高度な補償技術が必要となる.しかし，無線

ATM 伝送， TDMA，パーストコーデック (burst co-dec) 等は伝送すべき
トラヒック量に変動があり，高信頼度を保証するためにはトラヒック吸

収というシステムの柔軟性は重要な要素となる.本論文では，無線通信シ

ステムにおけるトラヒック変動の吸収のため，発生するトラヒック量に

応じて変調多値数を可変制御する可変容量伝送方式を提案する.
伝送容量の制御が用いられるもう一つの方法として，フェージング補

償のために伝送路状況に応じてピットレイトまたは符号化率 (code rate) 
を可変にする方法が提案されている.しかし，これらの方式では，フィー
ドバック制御が必要となるため装置が複雑になる他に，ピットレイトを可

変にすると信号帯域が変化し周波数有効利用の点で問題であるという欠
点を有している (70) 一 (76) これに対し，本論文で提案する可変容量伝送方

式では，トラヒック閑散時には多値数を低下させフェージングなどの異
常伝搬時に対する耐力を向上させるとともに，トラヒツク繁忙時には多
値数を増加させてピークを柔軟に吸収することが可能となる (77) 一 (85) ま

た本方式では，変調多値数を制御し伝送容量を可変にするため，一定信
号帯域のままで伝送することができ，周波数有効利用が可能となる.
以上のような背景に基づいて，本論文では，信号帯域を一定に保ちつ

つトラヒック変動の吸収が可能である可変容量伝送方式を提案し、フェー
ジング環境下におけるこの可変容量伝送方式の伝送特d性の理論的解析を
行ない，非選択性フェージング，干渉及ぴ選択性フェージングの補償技術



4 第 1 章序論

としての位置づけを明らかにしている.

第 2 章では，フェージングチャネル及びトラヒックの数学的モデルを

示し，可変容量伝送方式の概念について述べ，耐トラヒツクピーク効果，
耐フェージング効果を定性的に論じる.

第 3 章では，非周波数選択性フェージ、ング環境下における可変容量伝送

方式の疎通率を導出し，その有効性を明確にすると共に，従来からフェー

ジングの影響を軽減するために用いられているダイパーシティ受信と比

較することによって，可変容量伝送方式のフラットフェージングに対する

補償効果を明らかにする.また，これらを併用した場合の効果も合わせて
取り扱う.

第 4 章では，周波数選択性フェージング状況下における可変容量伝送

方式の伝送特性を理論的に解析し，高速情報伝送時の波形ひずみ軽減に

対する改善効果を定量化する.さらに，この効果を従来から使用されてい

る自動等化器の特性と比較することにより，可変容量伝送方式が優位で
あることを明確にする.また，両者を併用した場合の相乗効果の存在につ

いても検証を行なう.

第 5 章では，熱雑音並びに同一チャネル干渉雑音の同時存在下におけ

る可変容量伝送方式の伝送特性を理論的に解析し，従来の固定容量伝送
に比べて高い耐干渉性を有することを明らかにする.

第 6 章では，可変容量伝送方式を具体的な通信方式に応用した場合の
特性について論じる.第 l の応用例として，マルチメディア伝送に有効な

ATM伝送路への適用について解析し，本方式によるセル廃棄率の改善効

果を示す.また，第 2 の応用例として， TDMA システムを用いる移動体通

信に応用した場合の特性について干渉を考慮に入れた解析を行ない，周

波数繰り返し距離の改善効果が存在し周波数利用効率向上に対する有効

性を明らかにする.

最後に，第 7章では，本研究で得られた成果について総括を行っている.



第 2 章

フェージング伝送路における可変容量通

信方式

2.1 緒言

伝搬路の異なる 2 波以上の電波が伝搬する場合，その合成受信電界は

変動し，また波形ひずみが増大するため?伝送路瞬断を引き起こす原因と

なる.従来の無線伝送路においては，このようなフェージング等の厳しい
異常伝搬環境下で最繁時のトラヒックを誤りなく伝送することのできる

変調多値数を選択し，常時一定に固定したままで伝送を行ってきた.例え

ば?異常伝搬状況時に QPSK 変調方式で設計した場合， 16QAM 以上の多

値信号が伝送可能な定常時においても QPSK のままで伝送している.逆
に?大容量伝送のため， 256QAM 等の大きい変調多値数を用いるシステ
ムにおいて，トラヒック閑散時では QPSK あるいは誤り制御等の手段を

用いると瞬断されないにも関わらず，無L駄パルスを挿入して 256QAM信

号のままで伝送し?フェージングによる瞬断が発生し易くなっている.

しかし，一般には伝送すべきトラヒック量に変動があり，常に最大ト

ラヒックの伝送を補償する必要はなく，トラヒック量が少ない場合は，小
さい変調多値数を用いることによって耐フェージング性を高めることが
できる.

本章では，トラヒック変動に対して柔軟な通信方式として，発生する

5 
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トラヒック量に応じて変調多値数を可変制御する可変容量伝送方式を提

案し，無線伝送路で発生するフェージング環境下において，本提案方式

によってトラヒックピークの吸収が可能であることを定性的に明らかに

する.

まず，本論文で提案する可変容量伝送方式の概念及び、動作の概要につ

いて述べ，これを適用した場合のトラヒック疎通率改善効果を定性的に

明らかにすると共に?フェージングによる伝送路瞬断及び過負荷による

附員を考慮した総合疎通率の解析解を示す.

次に，可変容量伝送方式が用いられる無線伝送路モデルとして，非周
波数選択性フェージング及び周波数選択性フェージングの統計的モデル

を示し，これらのモデルを用いた場合の伝送路瞬断率を解析する.さら

に，トラヒック量の分布モデルについて述べ，発生するトラヒック量が伝

送路容量を越えるために生じるトラヒック呼損率を示す.

2.2 可変容量伝送方式の概念

発生した情報トラヒックが相手に届かない主な原因を考えると次の 2

つに分類できる.

・伝送すべきトラヒツク量が変動し，トラヒックピーク時に伝送路ま
たは交換機の容量を越えたことによるトラヒック附員

・無線伝送路において発生するフェージングによる情報の瞬断

以下，前者に述べたトラヒックピーク時に生じる呼損率を pr' 後者に述

べたフェージング時に生じる瞬断率を九とする.

トラヒック変動による呼損発生は交換設備に余裕があるとした場合

は，伝送可能な伝送容量を大きくすることによって改善出来るが，占有帯
域幅を広げず伝送容量を大きくするためには変調信号を多値化する多値

QAM 変調が用いられる.しかし，変調多値数を増すと，無線伝搬路で生

じるフェージング環境下では，その影響を強く受け伝送路が瞬断し易く
なる.従って，上述の 2 つの附員または瞬断原因に対する対策は互いにト

レードオフの関係にある.
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従来の無線伝送方式では，フェージ、ング時にも一定の伝送品質を満足

することを最大目標にして検討されているため，変調多値数は，フェージ
ングがない場合に実現可能な値よりも小さく設計されている.このため，
トラヒックが大きくなった場合は，呼損が発生し易くなっている.また，
これを防止するため多値数を大きくした場合には，フェージングに対す

る抵抗力が低下しヲ伝送路における回線瞬断が生じ易い状態となる.
一方，変調多値数をトラヒック量に応じて可変にする場合，トラヒツ

ク増大時には従来の固定伝送容量で使用していたものより多値数を大き
くすることによってさらに大きなトラヒックが伝送できる.また，トラ
ヒック量が少ない場合には，固定容量伝送時のように一定多値数まで不
要ピットを挿入する必要がなくう固定伝送容量に比べて多値数を減少さ
せることができ，フェージングの影響を受け難くすることができる.但
し，トラヒックピークと深いフェージングが同時に発生する場合，通信品
質は一時的に悪くなるが，この同時発生確率は極めて小さいので無視す

ることができる.
上記のような可変容量伝送を行なう具体的な制御方法を図 2.1 に示す.

この制御方法では?伝送路設計瞬断率 Pd と定常時 CN 比rに対応してあ
らかじめ定められた最大多値数ηm仰を設定し， ηmax の信号を誤りなく
(例えば，符号誤り率 10-6以下で)伝送しうる最小の CN 比をγ。とする.

また，トラヒックがその多値数を越えるような場合においても，それ以上
に変調多値数を増大せずF 最大多値数のままで伝送するような制御を行
う.一方，伝送すべきトラヒック量が減少した場合は，トラヒック量に応

じて順次変調多値数を小さくするという伝送容量制御を行なう.この場

合，最小変調多値数については， QAM 変調系列を考慮すると QPSK また
は BPSK が現実的な最小多値数と考えられるが，本解析においては仮想

的にそれよりも多値数を低減した変調方式を含んだ計算を行なっている.
このような制御を行なうと図 2.1に示すように，トラヒック呼損は最大多

値数を用いた時の伝送可能な容量 c，を越えたトラヒックが発生した場
合に生じる.もう少し詳しく説明を加えると，伝送路設計瞬断率九は定
常時 CN 比 r と ηmax に対応する CN 比 γ。との差分(いわゆるフェード
マージン)で決定されるので，逆に r と Pd を与えれば， γ'0 ， nmax が算出
できる.従って，伝送可能な最大容量 C，は γ。の関数として与えられ，最



8 第 2 章フェージング伝送路における可変容量通信方式

大容量 C，を越えて発生したトラヒックは呼損 P' となる.

一方，図 2.1 に示すように，最大多値数η隅仰で固定的に伝送する場合
には，フェージングによる瞬断率 Po は受信信号電力がスレッショルドレ

ベル γ。以下となる確率でありうこの場合は，設計瞬断率乃(図 2.1上部の
斜線領域)と等しくなる.しかし，トラヒック量の減少に応じて小さい多
値数で伝送するような制御を行なう場合には図 2.1上部の黒色領域が伝
送路瞬断率 P。となり?この値は一般には，先のんより小さい値となる.
本論文ではう可変容量伝送適用時のフェージングによる瞬断率 Po として
は厳しく見積もった近似値乃を用いることにし，総合疎通率の下限値を
乃=九として理論解析する.

このような可変容量伝送方式において， p(肌，)をトラヒツク量 z と
CN 比 γ の結合確率密度関数とすると，受信側におけるトラヒックの総合

疎通率九otal は，

Rotat=ff;)P(川)ωγ (2.1) 

で与えられる.ここで γ(x) はある変調多値数を用いた時の所要 CN 比で

あり ， Ct は C，を定常時に伝送可能な容量 Coで正規化した値(伝送容量
減少係数)として，最大多値数で伝送可能な伝送容量に相当する.さらに，
トラヒック量の発生確率とフェージングの発生確率が互いに独立である

とした場合，総合疎通率は次式のように表される.

rCt r∞ 

九otal = 1 p( x) I . ， p(γ)dxdγ 
JO . J-y(x) 

rCt r∞ 

>LP(z)dzjop(γ)dγ 

= (1 -P')(l 一九) (2.2) 

従って，総合疎通率は，トラヒック変動時の疎通率 1-P' とフェージング

時の疎通率 1- Po の積で求めることが可能である.

なお，図 2.1に示すように?以下の具体的な解析で使用する瞬断率九

と P' は全時間を 1 にした場合の瞬断率および呼損率と定義し，フェージ
ング発生時間帯を 1 とする場合は， Pr で除する必要がある.



2.2 可変容量伝送方式の概念

Traffic 
fluctuation 

|唾

Pd / Pr: Designed Outage probability during fading 

l<.1 .1 ~I Fading period 

、↓ J
P' : Traffic loss during total period 

図 2.1 可変容量伝送方式の概念図

9 
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2.3 フェージングモデル

2.3.1 非周波数選択性フェージング

ダイパーシティを用いない場合

マイクロ波フェージングの分布には，多種多様な型があるが，瞬時受
信電力 Rはガンマ分布で近似される場合が多い(86) ガンマ分布の確率密

度関数Pr(R) は?
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(2.3) 

で表される.ここで η はフェージングの強さを示すパラメータであり，

r(・)はガンマ関数である.η=1 の場合，その振幅 Tはレイリ一分布

仲) =シxp (-;;2) (2.4) 

と一致する.ここで σ2 は平均電力である.この場合， r を平均信号対雑

音電力比(平均 CN 比)とすると，搬送波対雑音電力比 y の確率密度分布
p(γ) は次の指数分布で表される.

p(7)=; ほp(-f) (2.5) 

いま，通信帯域内全般にわたってほぼ一様に受信電界が変動するフェー

ジングが発生し，伝送路瞬断は受信信号レベルの低下のみによって生じる
と仮定する.すなわち，非周波数選択性フェージングによる瞬断を，瞬時

CN 比 7が十分小さなスレッショルドレベル ')'0 (γ'0 ~ r) 以下に低下す
る場合と定義する.この場合， CN 比 γ がγ。を越えない確率は近似的に，

P[γ 針。]= [0的)dγ斗 (2.6) 
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で与えられるので， Pr をレイリー・フェージング発生確率とすると，瞬断

率 Po は，式 (2.6) と九の積として，

九=ヰ (2.7)
で表される.

ダイバーシティを用いた場合

レイリー・フェージング発生時， M個の各ダイパーシティ枝での平均

搬送波電力対雑音電力比(平均 CN 比)がすべて等しいとすると，最大比

合成ダイパーシティの出力 CN 比γ の確率密度関数p(γ) は次のように与
えられる (87)

• .M-1 /一、

p(γ) = f. ,r' ~\lnM. ほp 卜よ) (2.8) 
¥ fJ 

ここで， f はフェージング回線における各ダイパーシティ枝の平均 CN

比を示す.フェージングによる瞬断を， CN 比 γ がある十分小さなスレッ

ショルド・レベル γo (γo ~ r) 以下に低下する場合と定義する.この場

合， CN 比 γ がγ。を越えない確率は近似的に，

(YO _f _.¥ J_  -'-- 1 (γO\M 
P[γ 三 γ0]= Jo p(γ)dγ 与茄(下) (2.9) 

で与えられるので， Pr をレイリー・フェージング発生確率とすると，瞬断
率九は，式 (2.9) と九の積として，

1 / ̂J 、 M

九 = Pr 苅~;) (2.10) 

で表される. M=l の時，式 (2.10) は式 (2.7) に一致し，ダイバーシティを
用いない場合に相当する.

2.3.2 周波数選択性フェージング

波形係数
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伝搬路の異なる 2 波以上の波を受信すると，位相差は周波数により異

なるため，受信電界がある通信帯域内で周波数特性を有することになり?
波形ひずみ，符号間干渉を引き起こす原因となる.このような波形ひずみ

による符号間干渉成分を表すために，変調方式，符号速度など異なる伝送
方式に関わらず統一的に適用できる波形係数が用いられる (88)

いま， 2 波干渉フェージングを対象として，主波と干渉波の振幅比を
p， 遅延時間差をTとすると， ρが l に近いほど，またTが大きいほど，発生

する符号間干渉も大きくなる.実際のシステム設計で対象とする領域内

では，符号間干渉の上限値に対する検波信号の近似解 L は

L = 11 +ρ1-ρKr (2.11) 

で表される.上式の第 1 項は，減衰による主信号の変化分であり，システ

ムに関わらずに一様に影響を受ける.第 2 項は波形ひずみによる符号間

干渉成分を表しており，変調方式，符号速度，伝送波形などで値は大きく
異なり ， Kはこれらのシステムパラメータにより決定される関数として
波形係数と呼ばれる.符号間干渉は波形係数に比例して増大するため，周
波数選択性フェージングに対するシステムの振舞いを評価する上で，波
形係数はもっとも重要なパラメータとなる.また，波形係数は周波数選択
性フェージングにより生じる符号間干渉の度合を示すことから，波形係

数が同じであれば周波数選択性フェージング時の振舞いは同一であると

考えられる.
ナイキストパルス S(t) を用いた場合， BPSK の波形係数を KBPSK と

すると，

KBPSK = 玄 Ik(i)1 (2.12) 
i:j:D 

で与えられる.ここで， T をシンボルレイトとすると ， k(i) は時間 t=iT

における S(t) の微分係数であり，すなわち，

dS(t) I 
時) =τIt=iT (2.13) 

で表される (88) 例えは，ナイキストパルスとして，ロールオフ係数がα で
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ある 2 乗余弦スベクトルの波形応答

位nπtjT c08α1rtjT 
S(t) = ヲ刀T1-4α2t2jT2 

を用いる場合，各タイムスロットにおける波形の微係数 k(i) は，

(2.14) 

J
E
E
E
E

』
〈
E
E
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E
E
t

一
一

、
1
1

ノ

.
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ι
 

/
1

‘
、

，
仰
向

c08αZ1r 1 

i(l -4α2i2 ) T 

α1r 

2T 

fσr i 手主
(2.15) 

for i = .}. -
2a 

となり，式 (2.12) より， BPSK 変調波の波形係数が求められる.

帯域内偏差による伝送路瞬断率

周波数選択性フェージング下における瞬断を推定する方法として，直
接波と間接波の遅延時間差並びに振幅比分布を用いる方法(89)，フェード
マージンを用いる方法(90)? 帯域内振幅偏差を用いる方法(61)等がある.帯

域内振幅偏差を用いる方法は，実測が容易であり，理論的にも明らかにさ
れている (91) また，スペースダイパーシティ?自動等化器に対しても同様

に適用することが可能であり，瞬断に対応する帯域内振幅偏差は変調方
式のみに依存し，伝搬路の特性についてはあまり大きく依存しないため，

簡易かつ有効な方法である.従って，本論文では，帯域内振幅偏差を用い
て瞬断率の推定を行う.

帯域内振幅偏差が最大になるとき，波形係数K と最大振幅偏差 l。と
の間には次の関係が成り立つ(91)

ドゾ{1 +古∞8(2π7jT)}2 + {古叫πげT)V
~T ~-，-.. ~ (2.16) 

但し，上式では，雑音余裕としてフラットフェードマージン (FFM) を無

限大と仮定している.すなわち，熱雑音による受信電力のレベル低下がな
いことを意味する.
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また，周波数がムfMHz 離れた 2 つの受信信号がそれぞ、れレイリ一分

布に従う場合，帯域内偏差の分布はガンマ変量の比の分布で与えられる.

〆この場合，伝送路瞬断率は，偏差がスレッショルド値である最大振幅偏差

lo を越える確率に相当し，次式のように表される (92)

1- l~ 
九 =1 十 f U(2.17)  

ゾ(1+ lﾕ)2 -4ρ.ð.f ・ lÕ

ここでρ.ð.fは受信電力の周波数相関である.

2.4 トラヒックモデル

トラヒック理論において，ポアソン過程と，指数分布は，密接な関係を

有しており，ポアソン生起過程で発生するパルスの場合，その間隔は指数
分布となる (93) 同様に，呼の終話(サービス完了)がポアソン過程に従う

場合，呼の継続時間(保留時間)を x とすると， x は指数分布で記述でき
ることから，図 2.2に示すように，総合のトラヒック量は指数分布で表示

することができる.すなわち，トラヒック量 x の確率密度関数 p(x) は，

p(x) = 入 exp( 一入x) (2.18) 

で表され，平均値は 1/入である.情報源の性質によっては異なるトラヒツ
ク分布を有するが，本論文では，モデル及び計算の簡易化のため，トラヒツ

ク分布として上式 (2.18) で表される指数分布に従うものと仮定する.

トラヒック変動時の呼損率は，発生するトラヒック量が伝送可能な容
量以上になる確率に相当する.従って，伝送可能な容量を Ct とすると，呼
損率 P' は次式で与えられる.

p' = /_ p( x) = 1_ 入 exp(一入x)dx = exp(一入Ct) (2.19) 
‘'札， t "、 t
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一静以ぷ+サービス継続時聞は指数分布
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図 2.2 トラヒック量の分布
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2.5 結言

本章では，トラヒック変動に対して柔軟な通信方式としてう可変容量

伝送方式を提案し，その容量制御方法及び概念について述べ，フェージン
グ伝送路において有効な通信方式であることを定性的に示した.また，ト

ラヒック量の発生確率とフェージングの発生確率が互いに独立であると

した場合，無線通信システムにおけるトラヒック疎通率は，フェージング

の影響を受ける無線伝送路での疎通率と，発生するトラヒツク量が伝送

可能な容量以下である確率との積で与えられることを示した.

次に，無線回線において信号劣化の原因となる非周波数選択性フェー

ジング及び周波数選択性フェージングモデルを示すとともに，これらの

環境下における伝送路瞬断率について述べた.

さらに，発生するトラヒック量が指数分布に従うと仮定し，トラヒッ

ク変動時の呼損率を示した
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非周波数選択性フェージング存在下にお

ける可変容量通信方式の伝送特性

3.1 緒言

従来の無線伝送路においては，変調多値数を一定値に固定したままで

伝送を行なってきたしかし，一般には伝送すべきトラヒック量に変動が
あることから，とれに適合させるため，前章では，多値数を可変にする可

変容量伝送方式を提案したこの方式によると，発生したトラヒックに応

じて伝送容量を変化させることができるため，トラヒツク閑散時には多
値数を低下させフェージングなどの異常伝搬時に対する耐力を向上させ

るとともに，トラヒック繁忙時には多値数を増加させてピークを柔軟に

吸収することが可能となる.また，非選択性フェージングの影響を軽減す

る技術としてダイパーシティなどの補償技術が従来から用いられてきた
(4) 

本章では，非周波数選択性フェージング下における可変容量伝送方式

の伝送特性を明らかにする.まず，非周波数選択性フェージング伝送路を
対象とし，伝送路瞬断が受信レベル低下のみによって生じると仮定した
場合における伝送特性を明確にする.次に，可変容量伝送方式にダイバー
シティを併用した時の疎通率改善効果に対する理論的解析を行なうと同

時に，可変容量方式とダイパーシティ技術をそれぞれ単独に使用した場

17 
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合の効果を比較し，可変容量伝送方式を補償技術として捕らえた場合の
位置付けを明らかにする.さらに，両者の併用による相乗効果の存在につ
いて考察を行なう.

3.2 解析モデル

本解析に使用する可変容量伝送方式の装置構成を図 3.1に示す.解析

の簡単化のため，伝送路で発生するフェージングはレイリー・フェージ
ングとする.また，レイリー・フェージング発生時， M個の各ダイパーシ

ティ枝での平均搬送波電力対雑音電力比(平均 CN 比)がすべて等しいと
し最大比合成法で信号を合成すると仮定する.多値変調方式として，所

要 CN 比対周波数利用効率の高い 22nQAM を用いる.発生した情報トラ

ヒックが相手に届かない原因は，伝送すべきトラヒック量が伝送路容量

を越えたことによるトラヒック呼損，及び非選択性フェージングによる
伝送路瞬断であるとする.

トラヒックの呼損は発生トラヒックが最大変調多値数から定まる伝送

容量C， を越えた場合に発生する . C， を定常時に伝送可能な容量 Coで正
規化した値を Ct (伝送容量減少係数)とした場合， Ct は最大多値数で伝
送可能な伝送容量に相当することから，トラヒック変動時の伝送路の疎

通率 1- P' は式 (2.19) より，

1 -p' = 1 - exp(一入Ct ) (3.1) 

で表される.但し， P' はトラヒツク変動によるトラヒック呼損率である.

また，容量 Co は CN 比rに対応する(すなわち理想状態における)伝送容
量であり， C1。の時にここで仮定している式 (2.18) の分布に従うトラヒッ

ク(総量 1 )をほぼ全体的に疎通しうるものと仮定する.一方，実際の容

量制御は C， を上限とするので， Ct(= C，/Co) までの容量積分値式 (3.1)
で疎通率を表現しうる.
また，無線伝送路においてレイリーフェージ、ングが発生し受信レベル

が低下すると，伝送路瞬断が生じる.この場合の瞬断率を P。とする.レ

イリーフェージングとトラヒックの発生が互いに独立と仮定すると，式
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P'~ 工てジ P印刷=(1-Po)(1 ・ P') 

Po:Ou包geprobability due to fading 
P' : Outage probability due to traffic load 
Pto凶: Total throughput of the proposal capacity controlled system 

図 3.1 解析モデル
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(2.2) より?

Ptotal = (1 一九)(1 -P') 

= (1 -Po)(l -exp(一入Ct )) (3.2) 

で与えられる.

以上の計算手順の概略を図 3.2 に示す.

3.3 総合疎通率の導出

3.3.1 ダイバーシティ受信を用いない場合

フェージング回線において可変容量方式で伝送を行う場合?伝送路瞬

断時の CN 比( 1' =γ'0 )は，式 (2.7) より

1'0 = r. 九/Pr (3.3) 

となる.

一方，多値変調方式として 22nQAM 変調を用いた場合，所要の CN 比
PQAMは次式で与えられる (94)

ρω=;(22叫ー 1)ρQPSK (3め

ここで， ρQPSKは QPSK 変調における所要 CN 比である.符号間隔を T

とすると， ρQAM = P において単位時間に伝送可能な情報伝送速度 Cは，
上式より，

2n 1 _ f ο 、

C 三一= ;;, log2 11 + 3 ・ー工-1
T T--O~\-' -

PQPSK) 
(3.5) 

となる.本解析では， ρQPSK として 10-6 の符号誤り率の達成に必要な所

要 CN 比を用いており， 4相 PSK の符号誤り率 10-6における所要 CN 比
は PQPSK= 13.8dB である.
さて，本章では，第 2 章で仮定したようにフェージ、ング瞬断率P。より

定まる式 (3.3) の1'0 を最大多値数に対応する CN 比と考えている.フェー
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Po : Outage probability due to fading 
Pd : Designed outage probability 
co : Transmission capacity under the 
unfaded condition 

Cf : Transmission capacity when maximum 
modulation level is used 

p(x) : p.d.f. of the amount of traf� 

図 3.2 計算手順

21 
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ジング時の CN 比がÎO の場合の伝送容量を Cf とすると，式 (3.5) におけ
る p を式 (3.3) の γ。に置き換えて

1. 1. _ _._ r. ¥ 
Cf = 示 log2 い +3 九/九ブーム- J (3.6) 

.1 \ρQPSK J 

を得る.

一方，平均 CN 比は， r であるので，定常時における伝送可能なトラ
ヒック容量 c。は，

α= ~ log2 ( 1 + 3 右) (3.7) 

で与えられる.

以上の結果より，容量制御時の最大容量Cf を CO で正規化した伝送容
量 Ct は，

ρ _ C f log2 (1 + 3九月訪K)
・ 一一

川= CO - log2 (1 + 3. PQ~五)
(3.8) 

となり，トラヒック変動時の疎通率は，式 (3.1) と (3.5) を用いると，

1-P' = 1-eXD (一入同 (1 十 3 九IPr ヰ玉川
可 log2 ( 1 + 3 ヰK) ) 

(3.9) 

で与えられる.
従って，総合疎通率九otal は，式 (3.9) を式 (3.2) に代入することによ

り，次のように求まる.

Ptotal =日 {1-十
'Pr = 100% における伝送路瞬断率に対して，総合疎通率を計算した

結果を図 3.3に示す.伝送路瞬断率九を大きい値に設定した場合，フェー
ジングによる瞬断率九は増大するが，設計伝送容量が増大するため，ト
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ラヒックピークに対する呼損率 P'は減少する.逆に，九を小さい値に設
定Lた場合は，フェージングによる瞬断率 Poは減少するが，設計伝送容
量が減少するため，トラヒックピークに対する呼損率 P'は増大する.従っ
て，総合疎通率は (1- Po) と (1- P') の積で表現できるため， 1もが l に近
い場合でも ， P'が 1 に近い場合でも，総合疎通率は O に近くなり，図 3.3 に
示されるような Po に対する疎通率の最適点が存在する.従って，可変容
量伝送方式においては?疎通率最大なる設計瞬断率を用いることにより，
図 3.3の最適点が示す最大総合疎通率で伝送可能である.

また，図 3.4に入をパラメータとした可変容量伝送時の総合疎通率を，
図 3.5に総合瞬断率 1-Ptotalを示す.但し，これらの解析結果はレイリー

フェージング発生確率が 100%の場合である.これらの図より明らかなよ

うに，入が大きいほど総合疎通率が増大し，平均 CN 比が大きいほど小さ
い総合瞬断率が達成できることが分かる.

3.3.2 ダイバーシティ受信を用いた場合

ダイパーシティを適用した可変容量方式で伝送を行う場合，伝送路瞬

断時の CN 比 10 は，式 (2.10) より，

γo = r. ~M! 九/九 (3.11)

で表される.トラヒツク変動時の疎通率は，式 (3.1) ， (3.5) , (3.11) を用い
ると，

( ¥ 10叫 +3~M! 九IPr 古川
1-P' = 1-exol 一入 | 

1-' ¥ ,. log2 ( 1 + 3 えZF)j
(3.12) 

で与えられる.
従って，総合疎通率九otal は，式 (3.12) を式 (3.2) に代入することに

より，

f 1 -exo ( -ﾀ . ~og2(1+3VM!Po/R-dE) ¥ 1 
Ptotal = (1 一九)< 1 -exp I 一・ I > l.L """"1-' ¥ ,. log2 ( 1 + 3 者雲) ) J 

(3.13) 
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となる.ここで， M=1 の場合，ダイパーシティ受信を用いない時の総合疎

通率である式 (3.10) と一致している.

ダイパーシティ受信を用いた可変容量伝送方式の総合疎通率及び総合
瞬断率を図 3.6に，ダイパーシティ多重度M をパラメータとして示す.図

より明らかなように，ダイパーシティ多重度が高くなると主として九の

小さい領域での改善効果が高くなる.

3.4 非周波数選択性フ工ージングの補償効果

3.4.1 可変容量伝送の効果

非周波数選択性フェージング下において，従来の変調多値数を固定に
したまま伝送を行なう固定容量伝送方式に対する可変容量伝送方式の総

合疎通率の改善効果を図 3.7に示す.可変容量伝送時には，発生するトラ

ヒック量に応じて信号の多値数を可変にすることによって， Ptotal の最大

疎通率で伝送することが可能となる.従って，この時の疎通率九ar は，総
合疎通率 Ptotal を最大とするように選定した場合に相当するため，

Pvar = [Ptotal(PO/ Pr )lmax (3.14) 

で与えられる.一方，固定容量方式の総合疎通率 Pfix は，伝送路設計瞬断
率九，/仰を 0.001%"，10%の範囲で選んだ場合の疎通率に相当する.すな
わち，

1D/ix = 1Dtotal(九，/ia:/1Dr) (3.15) 

となる.従って，総合疎通率の改善効果は， 1Dvar/乃ixで計算される.但し，
ここでは九= 100% とする.図より明らかなように，固定容量伝送時の

設計瞬断率が小さいほど疎通率の改善効果が大きく，例えば，固定容量伝
送時の設計瞬断率が 0.001%の場合， 3 倍以上の疎通率改善効果が得られ，
可変容量伝送方式を非選択性フェージングの補償技術のーっとして考え
ることができる.
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3.4.2 可変容量伝送におけるダイバーシティ効果

ダイパーシティを併用した可変容量伝送方式の改善効果を明らかにす

るため，ダイパーシティは用いない固定容量伝送時の瞬断率 1- Pfix とダ
イパーシティ受信を用いた可変容量伝送時の瞬断率 1 -PVar+仙の比を，
次式のように改善効果と定義する.

I-1-Pfix 
r+dω-

1 -Pvar+蜘
(3.16) 

同様に，従来の固定容量伝送時にダイパーシティ受信を行なう場合にお

いて，ダイバーシティ単独使用による瞬断率改善効果を次のように定義

できる.

1f戸附t
1 一 PF，;申

ここで， 1-FVU+dωはダイパーシティ受信のみを用いた場合の瞬断率であ

る.式 (3.16) と (3.17) の計算結果を図 3.8に示す.図 3.8において， 1叩T十d仰
と Ifix+仙の両者ともダイパーシティ多重度 M が大きくなるほど効果が
増大する.しかし，それぞれの傾きを比較すると ， Ifix+蜘の傾きの方がよ
り大きいことから，可変容量伝送方式とダイパーシティとの併用による

相乗効果は存在しないことが明らかである.その理由としては，可変容

量方式は深いフェージング時に伝送すべきトラヒックを浅いフェージン

グ時にまとめて大量に伝送するという一種の時間ダイパーシティ効果で

捕らえることができるため，深いフェージングに対する効果が高く，深い

フェージングを異なったアンテナで救済できるダイパーシティと同様な

役割を果たしていると見ることができる.このため，両者を併用した場合

には，それに見合うだけの相乗効果が得られないものと考えられる.
次に，ダイパーシティを適用しない可変容量方式の補償技術としての

位置付けを明らかにするため，それぞれ単独に使用した場合の効果を以
下に比較する.即ち，ダイパーシティを用いた固定容量伝送の疎通率とダ

イバーシティを適用しない可変容量伝送の疎通率との比

T Pfix+蜘(M)
付hrO'Ughput = 九ar(M= 1) (3.18) 
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を効果を比較する係数として定義し，計算を行った.結果を図示すると

図 3.9のようになる.図より可変容量方式を単独で使用した場合の効果

は，固定容量方式に約 3 重ダイパーシティを適用した場合の効果と等価

な効果が得られることが分かる.このことはう可変容量方式が，ダイパー
シティ方式に比べて同等またはそれ以上の優れた効果を有することを示
している.

3.5 結言

本章では，発生するトラヒック量に応じて変調多値数を制御する可変
容量伝送方式を用いた場合，及びダイパーシティを併用した場合の疎通

率について理論的解析を行った.

その結果?可変容量伝送方式を単独に用いた場合，従来の固定容量伝

送時に比べ，固定容量伝送時の設計瞬断率が小さいほど疎通率の改善効
果が大きく，固定容量伝送時の設計瞬断率が 0.001%の場合， 3 倍以上の総

合疎通率改善効果が得られた

また，ダイパーシティ単独使用の場合に比べて，ダイパーシティを併

用した可変容量伝送方式の総合瞬断率の改善効果は得られるが，その差

は比較的に小さいことから，可変容量伝送方式とダイパーシティとの併用

による相乗効果は存在しないことが明らかである.この原因としては以

下のことが考えられる.すなわち，可変容量方式は深いフェージング状況
時に伝送すべきトラヒックを浅いフェージング状況時にまとめて大量に

伝送するという一種の時間ダイパーシティ効果で捉えることができるた

め，深いフェージングに対する効果が高く，深いフェージングを異なった

アンテナで救済できるダイバーシティと同様な役割を果たしている.こ

のため，両者を併用した場合には，それに見合うだけの相乗効果が得られ
ないものと考えられる.

一方，可変容量方式とダイパーシティを単独で使用した場合の効果を
比較した場合，可変容量伝送は約 3 重ダイパーシティを用いた固定容量
方式と同程度の大きな疎通率改善効果を有し，可変容量伝送方式を非選
択性フェージングの補償技術のーっとして考えることができる.
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周波数選択性フェージング存在下におけ

る可変容量通信方式の伝送特性

4.1 緒言

無線伝送路において，フェージングの発生による無線回線の品質低下
は主に 2 つの原因がある. 1 つは，受信レベルの低下により熱雑音及び干
渉雑音が増加することであり，もう l つは，マルチパスの遅延分散による
波形ひずみが発生することである.このようなフェージングを補償する

方法としては， 2 つ以上の受信波を利用して高品質伝送を実現するダイ

バーシティ受信，波形ひずみの影響を低減させる自動等化器などが従来

から用いられている.特に，ダイパーシティと自動等化器を併用した場合

の伝送路瞬断時間率改善効果は，それぞれ単独に用いられた場合の改善
効果の積より大きい相乗効果が存在することも明らかにされている(64).

前章では，伝送路瞬断の原因として受信レベルの低下のみを仮定し，
可変容量伝送方式を非選択性フェージングの対策として用いた場合，及ぴ

ダイパーシティと併用した場合について解析を行なった.その結果，発生

するトラヒックに応じて変調多値数を制御する可変容量伝送方式は，ト
ラヒック閑散時には多値数を低減させて異常伝搬に対する耐久力を向上
させることができるので，非周波数選択性フェージングの補償技術の l
っとして考えられることが明らかとなった.

35 
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しかし，高速かつ高精度である多値変調信号を遅延分散の発生する
フェージング下で伝送する場合には，波形ひずみによる劣化が支配的と
なる.従って，伝送品質劣化の重要な原因である周波数選択性フェージン
グ状況下における可変容量伝送方式の伝送特性を明らかにする必要があ
る.本章では，波形ひずみ存在下における可変容量伝送方式の伝送特性を
理論的に解析し，さらに，自動等化器併用時の効果を定量的に明らかにす
ることにより，周波数選択性フェージングの補償技術として可変容量伝
送方式の優位性を明確にすると共に，両者の併用による相乗効果の存在
について検討を行う.

4.2 解析モデル

解析モデルを図 4.1に示す.受信側では，発生するトラヒックに応じ

て，トラヒック量が少ない場合には多値数を減少させ，トラヒックピーク

時には多値数を増大して情報伝送を行う.本解析において，伝送路瞬断の

原因としては，解析を簡単化するため波形ひずみのみを対象とし，雑音に

よる瞬断は発生しないことを仮定している.また，多値変調方式として所

要 CjN 対周波数利用効率の高い 22nQAM を用いる.

発生するトラヒック量が伝送可能な容量G以上の場合は，呼損となる

ため，トラヒック疎通率は，式 (2.19) より，

1 -p' = 1 - exp(一入Ct ) ( 4.1) 

である.また，無線伝送路において，波形ひずみの影響によって伝送路瞬

断が生じ，その時の瞬断率を九とする.従って，フェージングとトラヒッ

ク発生が互いに独立と仮定すると，式 (3.2) と同様に，両者の瞬断の原因

を考慮に入れた総合疎通率は次のように表される.

九otal = (1 一九)(1 -P') 

= (1 一九){1 ーはp(一入Ct)} (4.2) 

以上の解析手順の概略をまとめて図 4.2に示す.以下，それぞれの解

析については順に詳しく述べる.波形ひずみによる瞬断率の推定は，遅延



4.2 解析モデル

Selective 
Frequency 
Fading 

-:::::;:::>>"、h 、

' 玉三〉工二〉 Pto飽1=(1-Po) (1 胸 P' ) 

PO : Outage probability due to fading 
P': Ou旬geprobability due to traffic load 

37 

Ptotal : Total throughput of the proposal capacity controlled system 

図 4.1 解析モデル
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波の時間遅れTに対し， 7/T が小さい場合は帯域内振幅偏差の分布を用い
ることが可能となる.この方法は遅延分散の取り扱いが容易となるため，
固定無線通信の分野で用いられている.

4.3 総合疎通率の導出

4.3.1 自動等化器を用いない場合

周波数が_ßfMHz 離れた 2 つの受信信号がそれぞれレイリ一分布に従
う場合，瞬断率九は，式 (2.17) より，次式のように表される.

1- 1~ 
九= 1 + J,_ .ro-， ~.u .ro (4.3) 

ゾ(1+ 15)2 -4p.ð.f ・ 13

ここでP.ð.fは受信電力の周波数相関であり ， 10 は振幅偏差のスレッショ
ルド値である.上式から ， 10 はレイリーフェージング発生時の伝送路瞬
断率 P。の関数として次式で与えられる.

lo=1+ (1 -PO)2 (1 -2p.�.f) + 山+ (1 一九)2 (1-2九f)}2 -P02 (2 一九)2
九 (2 一九)

( 4.4) 

すなわち，伝送路設計瞬断率が与えられると，許容可能な振幅偏差の
値が式 (4.4)より決定される.一方，波形ひずみによる符号間干渉成分を
表すために，変調方式，符号速度など異なる伝送方式に関わらず統一的に
適用できる波形係数が用いられる (88).波形係数はナイキスト波形のゼロ
クロス点における波形の傾きの絶対値和であり，帯域内振幅偏差が最大
になるとき，波形係数K と最大振幅偏差 10 との聞には次の関係が成り立
つ(式 (2.16) 参照).

-, { 1+古cos(211"7 jT) } 
2 
+ {古sin (2川町

¥ '0- ー --KT 、 (4.5)
茸罫

ここで， 7は 2 波間の遅延時間差， T は変調速度である.また，上式では，
雑音余裕としてフラットフェードマージン (FFM) を無限大と仮定してい



4.3 総合疎通率の導出

p(x) 

Po : Outage probability due to fading 
P' : Outage probability due to traffic load 
10 : Linear ampli加dedispersion 
n : Number of modulation levels 
ct : Transmission capacity 
p(x) : p.d.f. of the amount of traffic 

図 4.2 計算手順
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る.すなわち，熱雑音を無視し，受信電力のレベル低下による瞬断がない
ことを意味する.式(4.5) から ， 1jT で正規化された波形係数KTを帯域
内振幅偏差 10の関数として表すと，

KT-1 一 cos (加/T)+ ψ1 一 cos (加/T)}2+ 2 (l02 - 引1 一 cos (加/T)}
-

(l� -1) (7/T) 
(0 < 7/T < 1)(4.6) 

となる.

さらに?多値変調方式として 22nQAM を用いた場合，波形係数 KTと
多値数との関係は次式のように表現される.

KT = (2冗- 1 )KBPSKT (4.7) 

ここで KBPSKTは BPSK信号の波形係数で，ロールオフ係数50%の場合，
KBPSKT = 1. 95 となる (88) このことから可変容量伝送方式の伝送可能

な容量 C叩Tは

T4=;l叫+￡子)

=• og2 (1 +時)附
ただし，

1 ー州知/T) + ゾ{1 -cos (加/町}2+ 2 (l02 -1) {1 -c州知/T)}
I(lo) = ' (l� -1) (7/T) 

(0 < 7/T < 1X4.9) 

一方， Po，fねを従来の固定容量伝送時の設計瞬断率とすると，この場合
の伝送可能な容量 Cfix は，

Cfix = ←叫+L (官向)2) (4.10) 
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で表される.従って，固定容量伝送時の伝送容量で正規化した可変容量伝

送時の伝送容量を Ctすると，式 (4.8) と(4.10) から?

円九r 10叫+強)
-一一

同-C fi� - log
2 
(1 + ~(loku)1) (4.11) 

となる.

従って，周波数選択性フェージング下における可変容量伝送方式の総

合疎通率九otal'ま，式 (4.2) ， (4.11) から次のようになる.

L ____ (, 1og2 (1 +強) ) 1 
九州1= (1 一九)<l-expl 一入 / ¥|} (412) l l/f(ん(凡fix) )¥ I r I ¥ log2 11 + J ¥.V \部 )J I 

ここでは，固定容量伝送時の設計瞬断率九，/iæ を 0.1% と仮定している.

式(4.12) に基づいて，総合瞬断率 1- Pt伽Iの計算結果を図 4.3に示す.図
より設計瞬断率九または設計振幅偏差値 lo を大きくすると，大きい変調
多値数を用いて伝送することが可能となり，伝送容量は増大することが
わかる.しかし，この場合，マルチパスフェージングの影響，すなわち Po

の増大により伝送路における瞬断は増加することもわかる.この結果，ト

ラヒック変動時の瞬断率 P' とフェージング環境下の伝送路瞬断率 P。と

はトレードオフの関係にあるため，図 4.3に示すように，瞬断率 Poに対し

て，総合瞬断率の最適点が存在する.

4.3.2 自動等化器を用いた場合

一般に，波形ひずみの補償技術として自動等化器がよく知られている.
自動等化器を用いることにより，帯域内振幅偏差の許容値が大きくなり，
それに応じて伝送容量を増大させることが可能となる.この伝送容量の
増大効果を定量的に求めるため，まず，自動等化器の適用効果を示すパラ
メータ kを次のように定義する.
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入=0.1 
λ= 0.5 
λ= 1.0 

0.4 

0.2 

0.1 0.01 

Outage Probability PO 

0.001 0.0001 
0 
1e-05 

設計瞬断率と総合瞬断率の関係

(T jT=O.2, Pb.f=O.99) 
図 4.3
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ここで， N は自動等化器のタッフ。数であり ， k(i) は， (2.13) で表されるナ

イキストパルスの t=iT における微分係数である.

上式 (4.13) では，自動等化器の効果をタップ数 N 以内の符号間干渉
については，全部零にできる能力を有していると仮定している.また，式

( 4.13) において，分子は BPSK 信号の波形係数であり，分母は自動等化器
を用いた場合の波形係数に相当する.従って，等化器を用いた場合の波形

係数は等化器なしの場合の l/k (k 三 1) 倍となり ， kが大きい値であるほ
ど等化器の効果が高いことを意味する.図 4.4にパラメータ k とタップ数

の関係を示す.

従って，式(4.13) で表されるパラメータ kを用いると，等化器を併用
した可変容量伝送時の伝送容量は次式で表される.

戸一同2(1 +掛
川 -l叫1+{(102f)1)

(4.14) 

図 4.5に自動等化器のタッフ。数をパラメータとして伝送可能な容量に相当

する変調多値数と帯域内偏差 10 の関係を示す.図より明らかなように，

タップ数の大きい等化器を用いると帯域内偏差の許容値が増す.式 (4.14)

から，自動等化器を用いた場合の可変容量伝送方式の総合疎通率九otal~ま，
式 (4.2) ， (4.14) から次のように求まる.

) J 1 _ eXD ( _ ﾀ log2 (1 +鴇L)l (4.H)) Ptotal = (1 一九){1-exp| |} ) / r ~'Ll' ¥ "1叫lj(102叶

可変容量伝送時および固定容量伝送時の総合瞬断率 1 -Ptotalを等化器の
タップ数を関数として図 4.6に示す.図よりタップ数の増加とともに総合
瞬断率が小さくなることが分かる.
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4.4 周波数選択性フェージング補償効果

4.4.1 自動等化器を用いない場合

周波数選択性フェージング伝送路における可変容量伝送の効果を明確
にするため，総合疎通率の改善効果として可変容量伝送時の疎通率に対
する固定容量伝送時の疎通率の比九αr/Pfix を図 4.7に示す.図より明ら
かなように，例えば、帯域内振幅偏差の許容値が 30dB の場合，可変容量
伝送を行うことにより固定容量伝送時の約 8 倍の改善効果が得られ，可
変容量伝送方式は波形ひずみの補償技術として考えることができる.ま

た ， T/T<f:_ 1 の仮定の範囲では，遅延時間差を表すパラメータT/T の相違
による影響は大きくないことが分かる.

4.4.2 自動等化器を用いた場合

総合疎通率及び瞬断率の改善効果の解析のために次のように定義する.

• P1旭川EQL:可変容量伝送と自動等化器の併用時の総合疎通率

• 
Pfω+EQL . 自動等化器のみ用いた場合の総合疎通率(固定容量伝

送時)

以上の定義を用いて，等化器を用いない固定容量伝送時の疎通率に対す
る等化器を用いた場合の疎通率の比を Pfi土+EQL/乃仙等化器と可変容量
伝送を併用した場合の疎通率の比を九ar+EQL/乃ix とし，これらを図 4.8
に示す.図 4.8より，従来の固定容量伝送時において 15 タップの自動等化
器を用いた時の総合疎通率は，可変容量伝送を行うことにより， 5 タップ
の自動等化器を用いることで達成できることが分かる.また，可変容量伝
送方式を単独で使用した場合の効果は，固定容量伝送方式に 5 タップの
自動等化器を適用した場合の効果と等価であることが分かる.
次に，図 4.9に自動等化器使用による総合瞬断率の改善効果を示す.図

4.9において，可変容量伝送方式の総合瞬断率の改善効果係数I叫r+EQL ， 及
ぴ固定容量伝送方式の総合瞬断率の改善効果係数 Ifix+EQLをそれぞれ次
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のように定義している.

1- PF.;伊
Ivar+EQL 三 1 - P

Var
+ 

(4.16) 

T _ 1-}弘
1 fix+EQL = 1 - Pfix+EQL 

(4.17) 

さらに，可変容量伝送方式と自動等化器の相乗効果係数をととすると，
とは次式のように定義でき，ごと 1 の場合，相乗効果が存在する.

L
 
Q
 

L

一
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t
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図 4.9より，タップ数が 17 以下である場合，ごと 1 であり，可変容量
伝送と自動等化器の併用時に相乗効果が得られることが分かる.一方， 17
タップ以上では?と:S; 1 と相乗効果はないが，瞬断率改善効果は可変容
量伝送と自動等化器の併用時の方が大きい.これは，前章で述べたよう
に，可変容量伝送がダイパーシティと類似な動作をするため，ダイパーシ
ティと自動等化器を併用した場合に相乗効果が存在することと同様な理

由で，可変容量伝送と等化器の併用時にも相乗効果が存在するものと考
えられる.

4.5 結言

本章では，選択性フェージング環境下の可変容量伝送方式の伝送特性

の定量的解析を行った.可変容量伝送を用いることにより，振幅偏差の許

容値が30dB の場合，固定容量伝送時の約 8倍の疎通率改善効果が得られ
た.また， 7 jT<<:_ 1 の仮定の範囲では，遅延時間差を表すパラメータ7jT

に対する依存性が少ない.

次に，自動等化器を単独で用いた場合，および自動等化器と可変容量
伝送方式を併用した場合の総合疎通率を導出し，疎通率および瞬断率の改
善効果を明らかにした.その結果，可変容量伝送による効果が，等化器の

みによる効果より大きく，可変容量伝送方式を波形ひずみの補償技術と
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して考えることができる.また，従来の固定容量伝送時において 15 タッ
プの自動等化器を用いた時の総合疎通率は，可変容量伝送を行うことに
より， 5 タップの自動等化器を用いることで達成できることが分かった.

また，可変容量伝送方式を単独で使用した場合の効果は，固定容量伝送方
式に 5 タップの自動等化器を適用した場合の効果と等価であることが分

かった.

さらに?可変容量伝送がダイパーシティと類似な動作をするため，等

化器の単独使用に比べ，可変容量伝送と 17 タップ以下の自動等化器とを

併用した場合，総合瞬断率において相乗効果が存在することが明らかと

なった.
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干渉波と非周波数選択性フ工ージングの

同時存在下における可変容量通信方式の

伝送特性

5.1 緒言

トラヒック吸収のため，大きい多値数を持つ変調方式を用いると，フ
ェージング等の影響を受け易くなり、高度な補償技術が必要となる (95) • 

効率の良い伝送のために，伝搬路状況あるいは伝送路使用需要などの諸

条件に対応できるように，伝送容量を可変にする方法が考えられ，その一

方法として，伝搬路状況に応じて伝送速度を可変にし伝送効率の向上を
図る方式についてはすでに報告されている (73)が，これらの方法では，一

般に変調速度を可変にしているため，伝送信号の帯域幅が変動し，スペク

トル幅の拡大を伴ったことになり，その結果として (1) 送受信機のフィル

タ帯域を変化させる必要がある (2) 隣接チャネルの干渉が発生し易くな

る等の欠点がある.これに対し，変調速度を変えず伝送容量を可変にでき

る多値 QAM を用い，発生するトラヒック量に応じて多値数を可変にす
ることによってトラヒツク変動を吸収する可変容量伝送方式は，情報伝

送速度が変化しでも一定帯域幅を保つことが可能であり，隣接チャネル
への干渉増加等の問題点を回避することができる.さらに，この方法は深

53 
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いフェージング状況時に伝送すべきトラヒックを浅いフェージング状況

時にまとめて大量に伝送する方法と等価な方法と捕らえることができる
ため，深いフェージングに対して強い伝送方式と考えられる.

本章では，熱雑音と同一チャネル干渉雑音の同時存在下における可変

容量伝送方式の伝送特4性について理論的解析を行ない，疎通率改善効果
を明確にする.

5.2 解析モデル

熱雑音と同一チャネル干渉雑音の同時存在下における可変容量伝送方

式の解析モデルを図 5.1 に示す.

トラヒック変動による呼損発生を防止するために伝送容量を大きく
し，トラヒックピークに対する無線伝送路に余裕を持たせることが可能

となる.この時，占有帯域幅を一定とした大きい変調多値数を持つ多値

QAM を使用するが周波数利用の容易性の観点から望ましい.しかし，小

ゾーン方式が用いられる移動通信においては，干渉波の影響を受け回線

瞬断が生じ易くなる.回線瞬断の原因としては，伝送すべきトラヒック量

が変動し，トラヒックピーク時に伝送路または交換機の容量を越えたこ

とによるトラヒック呼損，フェージング環境下における同一チャネル干渉

による瞬断の 2 つがあり，これら 2 つの瞬断原因に対する対策方法は互

いにトレードオフの関係にある.

しかし，トラヒックピークを吸収するために，変調多値数をトラヒツ
ク量に応じて可変にすると，トラヒック増大時には多値数を大きくして
伝送容量を増加し，トラヒックピークを吸収することができる.また，ト

ラヒツク量が少ない時には，固定容量伝送におけるように一定多値数ま
で不要ピットを挿入する必要がなく，固定容量伝送に比べて多値数を減

少させ，干渉波の影響を受け難くすることができる.

干渉波と熱雑音が同時に存在する伝送路において可変容量伝送を行う

場合，トラヒック量の発生確率と干渉の発生確率が互いに独立であると

仮定すると，受信側におけるトラヒックの疎通率九。ω は，トラヒック変
動時の疎通率 1-P' と干渉と熱雑音存在下の伝送路疎通率 1 一九の積で
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Desired Si伊al
(Rayleigh p.d.f.) 

r , po 
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Frequency 
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n , Pi,a 

' Pto凶=(1 -Po) (1 ・ P') 

r , rn, n : Average C/例+1)， CIN, C江
Po : Outage probability due 旬 tbemalnoise and iliterference 
Pn:Ou旬ge probab担itydue to tbemal noise 
Pi : Outage probability due 伽 interference
a : Pi! 恥 =1-Pn!PO

図 5.1 解析モデル
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PI : Outage probability due to interference alone 
Po : Outage probability due to interference and thermal noise 
t゚ : Outage probability due to thermal noise alone 
L : Instantaneous interference to carrier power ratio 
Z : A verage thermal noise to instantaneous carrier power ratio 
r : A verage carrier to to阻1noise power ratio 

y 0 : Instantaneous carrier to toぬInoise power ratio 
co : Transmission capacity under the unfaded condition 
Cr : Transmission capacity when maximum 
modulation level is used 
p(x) : p.d.f. of the amount of traffic 

第 5 章

p(y) : p.d.f. of the instantaneous interference to carrier power ratio 
p(z) : p.d.f. of the A verage thermal noise to 
instantaneous carrier power ratio 

図 5.2 計算手順
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求められる.すなわち，

Ptotal = (1 一九)(1 -P') 

= (1 一九)( 1 -exp(一入Ct )) (5.1) 

となる.但し，変調多値数の上限は，伝送路の設計目標瞬断率九に相当

する容量で符号誤り率が 10-6 となるように定めた.本章における解析の

流れを図 5.2に示す.

本解析では，計算の簡単化のため，伝送路で発生するフェージングは

レイリー・フェージングとし，希望波および干渉波の包絡線はレイリ一分

布に従うものとし，中央値変動は考慮していない.また，干渉局は 1 局の

みと仮定する.さらに，瞬断の発生原因は，熱雑音と干渉雑音であるとし

て解析を行なっており，マルチパスなどの波形ひずみによる瞬断は考慮

していない.

5.3 総合疎通率の導出

5.3.1 搬送波電力対雑音電力比

陸上移動無線における搬送波電力に対する雑音電力の比 Cj(N+ 1) 
は，熱雑音対搬送波電力比 NjCと干渉雑音対搬送波電力比 IjCから求め

られる.すなわち，熱雑音と干渉雑音が同時に存在する場合， Cj(N + 1) 
は，

C/(N+I)=1(52)  
(NjC) + (IjC) 

で表されることから ， NjCの分布と IjCの分布を用いて，熱雑音により瞬

断される時と干渉により瞬断される時の NjC， IjCをそれぞれ求め，熱雑

音と干渉雑音が同時に存在する場合の瞬断時の Cj(N +1) を得ることが
できる.

熱雑音対搬送波電力比 Z
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フェージング発生時の熱雑音対搬送波電力の分布は，次式のピアソン
5 形分布で近似される (96)

円η /ァ\一(η+1) / 竹竹内\

p(z) = .~f ¥ ( -ニ J exp ( -~ヱ)
no r(η) \η。) ---..-¥ z)  

ここで， r( ・)はガンマ関数であり， η はパラメータである.また， nOは搬

送波電力の平均値で正規化した熱雑音電力の平均値である.受信振幅の

変動がレイリ一分布の場合はパラメータ η は 1 であり，この場合，熱雑音

対搬送波電力比 z の確率密度分布は

p(z)=zf 

(5.3) 

(η= 1) (5.4) 

となる.従って，レイリー・フェージング発生時に， z がある十分な大き

い値 Zを越える場合に瞬断されると仮定すれば，熱雑音による瞬断確率

p叫は，

九三 p[z > Z] = fzoo仲)dz

= 1 一位P(-3)
町
一Z~~ (Z ~ no) (5.5) 

となる.

式 (5.5) から，瞬断時の熱雑音対搬送波電力比 Z は次のようになる.

ηo J 
Z= 一=一二一 (5.6) 
九九九

ここでじは搬送波対熱雑音電力比の平均値であり ， no の逆数で表される.

干渉対搬送波電力比 L

レイリー.フェージ、ング下における希望波包絡線 D と干渉波包絡線 U

がそれぞれ独立であるとすると，これらの比 r = U/D の分布は，次式で
与えられる (97) • 

p(T)=2'Lor 
(r2 + ら)2

(5.7) 
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ここで 20は希望波電力の平均値で正規化した干渉波電力の平均値である.
上式から，干渉波対希望波電力比 y = r2 の変動分布 p(y) は

p(y) = ーユι­
(y + iO)2 

(5.8) 

となる . y がある値 L 以上の時に瞬断されるとすれば，干渉波のみによ

る瞬断確率 Rは，

九三 P[y ~ L] = 100 p(y) 
20 

L + i。
(5.9) 

で与えられる.従って，瞬断時の干渉波対希望波の電力比 L は，次式のよ

うに表される.

1 , 1 
L = io( 一一 1) =一(一一 1) (5.10) ri ¥ Pi 

ここで， riは搬送波対干渉雑音電力比の平均値であり ， i。とは逆数の関係

にある.

熱・干渉雑音の同時存在下における瞬断時の G/(N+ 1) 

熱雑音及ぴ干渉雑音が同時に存在した場合の回線瞬断率九は干渉波
のみによる瞬断率九と熱雑音のみによる瞬断率凡の和で与えられる (98)

α を干渉波のみによる瞬断率の割合とすると，次式の関係が成り立つ.

Po = Pi キ P叫

九 =αP。

(5.11a) 

(5.11b) 

九 = (1 ー α)九 (5.11c)

同様に，定常時の搬送波対干渉波電力比れの割合を b とすると，熱・干渉
雑音の同時存在下における定常時の搬送波対雑音電力比 r と，定常時の
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搬送波対干渉波電力比巳及び、定常時の搬送波対熱雑音電力比れとは次式
のような関係が成り立つ.

rz=; 
じ -l­-

.• 1 -b 

(5.12a) 

(5.12b) 

r. r~ r = ._, - ._ =ーム」乙ー (5.12c) 
( 1 jr i) + (1 jr n ) r i + r叫

しかし，係数 α， b は設計の際，通常， α 回 b として選ぶことが妥当であるこ

とから，式 (5.2) ， (5.6) , (5.10) , (5.11a) , (5.12c) より，熱・干渉雑音の同時
存在下における所要搬送波対雑音電力比 γ。は，

(5.13) 

で表される.

5ふ2 総合疎通率

多値変調方式として 22nQAM 変調を用いた場合，所要 CN 比ρQAM は，
式 (3.4)より次のように表される.
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(5.14) 

ここで， ρQPSKは QPSK 変調における所要 CN 比である.符号間隔を T

とすると， ρQAM = ρ において単位時間に伝送可能な情報伝送速度 Cは，

C= • og2 (1 + 3 ヰK) (5.15) 

となる.熱・干渉雑音の同時存在下における CN 比がγ。の場合の伝送容

量を Cf とすると，式 (5.15) における ρ を式 (5.13) の γ。に置き換えて

(5.16) 
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を得る.一方，定常時における伝送可能なトラヒック容量 Co は，

α = :, log2 ( 1 + 3 . r ) 
.1 -\ρQPSK / 

61 

(5.17) 

であることから，定常時の伝送容量Co で正規化した瞬断時の伝送容量Ct
はう

(5.18) 

となる.

従って，総合疎通率 Ptotal は，式 (5.1) ， (5.18)，を用いることによって
次のようになる.

( 1 , ( 九 r ¥ ¥ ) 
L ____ ( , 1og2 \1 十 3. (2一品)向PSK) 1 1 

Ptotα1 = (1 -Po) < 1 -exp I 一入. ¥ / れ ~nJII. / I > 
I l log2 い +3 ・ームー I J I 
~ ¥ \ρQPSK J / ) 

(5.19) 

上式に基づいて，定常時における搬送波電力対雑音電力比rが30dB ， 50dB

の場合，回線瞬断率 P。に対する総合疎通率の計算結果を図 5.3に示す.

5.4 疎通率改善効果

固定容量伝送時に対する可変容量伝送時の疎通率の改善倍率を図 5.4
に示す.陸上移動通信では，回線設計の際，場所率 10%を目標にシステム

を設計している.ここでは回線瞬断率九を場所率と等価であるとみなし，

九として通常 10%の値を取るのが妥当と考えられる.しかし， 10%の許
容値は，かなり大きい値であり，今後のディジタル通信等を考慮した場合，
通信品質の向上が必要となると想定されるため，設計瞬断率を変化させ
て計算を実施し，本章では回線瞬断率 Po が 0.1%，，-， 10%の範囲にある場合
について考察を行っている.図 5.4より，設計瞬断率 Po が 0.1%に設定し



62 第 5 章

0.8 ト r = 30dB -・a・・F ・・・司ー-
"、r = 50dB ，，'a"，，，、、、、、

噌コE回dL・ , , , 

偆 急コ 0.6 , , 

。‘ー
, , , , 

戸 , , , 

T• � ・g 0.4 , , , , , , 

0.2 ト
, , , , , , , , 

/ , , , 
" O I._ ..L ___.....~J. 

1e-06 1e-05 0.0001 0.001 0.01 0.1 

Outage Probability P。

図 5.3 熱・干渉雑音同時存在下における総合疎通率

(入=3， a=O.5) 
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図 5.4 固定容量伝送時に対する可変容量伝送時の疎通率改善効果

(入=3， a=O.5) 
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た場合，固定容量伝送時に比べて，定常時の搬送波電力対雑音電力比 r が

30dB の時は約 16 倍の疎通率改善が得られることが分かる.すなわち，可

変容量伝送を行うと，固定容量伝送に比べ 16 倍の呼を運べるようになる

ことを示している.また， rが小さいほどその改善率が大きいことも分か

る.これは，送信電力が小さい場合に相当し，このような場合にはフェー

ジングの影響を受け易くなり，可変容量伝送による疎通率改善が，一定多

値数で伝送を行う固定容量伝送に比べてかなり大きくなるためである.

次に，可変容量伝送時の干渉雑音の許容量について検討する.そのた

め，可変容量伝送時の設計瞬断率を Po 叩r ， 固定容量伝送時の設計瞬断率
を PO，fix とする.また，可変容量伝送時の疎通率 Pth を達成するために必
要なれを ri ，var とし ， PO ，fix を設計瞬断率とする固定容量伝送時に，可変
容量伝送時と同等な疎通率九h を達成するための所要のれを ri，fix とす

る(図 5.5参照). r = 50dB の場合，横軸にパラメータム縦軸に可変容
量伝送時と同一疎通率を達成する固定容量伝送時の所要搬送波対干渉波
電力比 ri，/ix を示すと図 5.6のようになる.図より，干渉による回線瞬断
の割合が大きくなるほど所要 ri，/ix は小さくなることが分かる.

また， r = 50dB の場合，固定容量伝送時の瞬断率九，fix に対して，同
一疎通率を達成する可変容量伝送と固定容量伝送のそれぞれの搬送波対
干渉波電力比の差 ri，Jix 一九叩T のデシベル表示したものを図 5.7に示す.
この図において， ri,/ix - ri，叩T が大きい程干渉に強く，可変容量伝送方式
が干渉波に対して有効であることを表す.また α の値の変化に対して

F4J4z-R叩T の差異はほとんど見られないことから，干渉雑音は同一電
力の熱雑音として取り扱い得ることを示している.
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Ptotal maximum throughput of 
capacity controlled system 

Pth ~一一一一一一__1，一一一づ

PO,fix PO,var 

n,var : allowable CIR need to achieve throughput Pth 
with capacity controlled system 

n，白x : allowable CIR need to achieve throughput Pth 
with conventional fixed capacity system 

PO,var: the designed outage probability of 
capacity controlled system 

PO,fix : the designed outage probability of 
fixed capacity system 

図 5.5 干渉許容量の計算
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5.5 結言

本章では，熱雑音と同一チャネル干渉雑音の同時存在下において，可

変容量伝送方式を用いた場合の疎通率の理論的解析を行った.

その結果，国定容量伝送時の回線瞬断率 P。を 0.1%に設定しう定常時

の CN 比 F が 30dB の場合は，固定容量伝送時に比べて 16 倍の疎通率改
善が得られた.また，送信電力が小さい時ほど疎通率改善効果が大きい.
これは，フェージングの影響を受け易い場合においても，可変容量伝送に

よる疎通率改善が，一定多値数で伝送を行なう固定容量伝送に比べてか
なり大きくなるためである.次に，搬送波対干渉波電力比を大きく改善で

きることから，可変容量伝送方式は干渉波が存在する伝送路に有効であ
ることを明らかにした.さらに，熱雑音による瞬断と干渉による瞬断の割

合が可変容量伝送時に達成できる疎通率に及ぼす影響はほとんど見られ

ないことから，干渉雑音は同一電力の熱雑音として取り扱い得ることが

明らかとなった.
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可変容量通信方式の応用

6.1 緒言

情報サービスの多様化が急速に進行している情報化社会においては，

回線設定の柔軟性が高くかっ迅速性の高い無線通信の役割が非常に重要
となっており，需要の急速な増加が予想される.特に，無線伝送路におい
て，電話，データ通信，画像通信などのマルチメディアサーピスを行なう
ために， ATM(Asynchronous Transfer Mode:非同期転送モード)伝送を実
現することは重要である (99) ， (100)

ATM 伝送は，情報送出要求に基づき固定長のセルを非同期的に送出

するため，従来の交換方式に比べて情報源そのもののトラヒツク変動が
大きくなり，セル廃棄率が問題となる.これに対し，可変容量伝送方式は，

これまでの解析結果より，トラヒックピークの吸収及びフェージング等

の異常伝搬状況時に対して効果的であることが分かっている.従って，無

線伝送路における ATM 網に可変容量伝送を適用するとセル廃棄率の改
善が期待できることから，本章では，第 l の応用例として，発生するトラ

ヒック量に応じて変調多値数を制御する可変容量伝送方式を ATM 網に

適用することを提案し，セル廃棄率の改善効果を定量的に示す.

一方，移動無線通信の分野においては，与えられた無線帯域における

ユーザ数の増大が主要な課題となっており，小ゾーン化あるいはマイク

ロセル化による周波数繰り返しの増大，多値変調信号の利用による周波
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数利用率の向上などの手段が検討されている (2) ， (95).同じ周波数を地理的

に再利用する方式では，移動局が所属するゾーン内の基地局からの受信

波(希望波)を受信すると同時に，隣接干渉局からの干渉波をも受信する
ことになるので，同一チャネル干渉は周波数利用効率を決定する重要な
要因である.また，ユーザ数の増大のため多値変調信号を用いた場合は，

多値数を増大するに従いフェージングの影響を受け易くなるため，高度
な補償技術を行う必要が生じる.

しかし，前章の解析結果より，可変容量伝送方式は，トラヒック量に応
じて変調多値数を制御し，トラヒックピーク時にはスペクトル幅を一定
に保ちつつ伝送容量を増大させ，逆にトラヒック閑散時には小さい多値
数を用いることによってフェージングに対して強くできる.このため，可

変容量伝送方式が移動体通信に適用された場合，同一チャネル干渉の影
響を少なくすることができ，周波数有効利用が期待される.従って，本章

では，第 2 の応用例として， TDMA システムを用いる移動体通信に対す

る可変容量伝送方式の適用を提案し，周波数繰り返し距離を計算するこ
とによって，周波数有効利用に対する有効性を定量的に明らかにする.

6.2 固定無線通信システムに対する応用

6.2.1 概念

無線伝送路における ATM網に適用した可変容量伝送方式の概念図を
図 6.1 に示す.

ATM 伝送は，情報の発生に応じて固定長のセルを非同期的に送出す

るため，伝送すべき情報量に応じてセルの数を増減させることによって

任意の情報速度に対応できる.しかし，パースト性のあるトラヒックが発
生するなど大きいトラヒック変動が生じるため，トラヒック集中時の通

信品質(セル廃棄)に大きな課題が残されている.このようなセル廃棄問

題を解決するために， ATM網に発生するセルの量に応じて変調多値数を
制御する無線可変容量伝送方式を適用する.本提案方式では，セルがパー
スト的に発生した場合においても，深いフェージングが発生していない
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図 6.1 無線可変容量伝送方式の ATM 網への応用
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限りセル廃棄を防止することが可能であり，通常多く発生する低トラヒツ

ク時には多値数を減少することが可能なため，深いフェージングに対して
も強い方式である.従って，両方が互いに独立に発生すると仮定すれば，

これらを考慮に入れた総合的なセル廃棄率は可変容量伝送方式により改

善される.

6.2.2 セル廃棄率の改善効果

ここでは，無線 ATM 網における可変容量伝送方式のセル廃棄率に対

する改善効果を明らかにする.

非周波数選択性フェージング環境下におけるセル廃棄率は，第 3 章の

結果より，式 (3.13) を用いることによって表される.すなわち，

L ____ (入ぬ (1+3 y'M! 九/Rdz) け
1一九otal = 1-(1一九) { 1 -exp I 一 I > l _._ ""'1' ¥"  log2 ( 1 + 3 芝害) ) J 

(6.1) 
となる.この場合，セル廃棄率の改善効果係数は次のように定義できる.

I-1-Pfix+dω 
叩tage ー 1- .p叩r+dω

(6.2) 

ここで， 1-PfU+蜘は従来の固定容量伝送時のセル廃棄率であり， 1-
PvαT十dω は可変容量伝送時のセル廃棄率である.また，両方式ともダイ

ノTーシティ受信を行うとする.

固定容量伝送時のセル廃棄率は従来から用いられている伝送路瞬断率

を CCIR 規定値に選んだ場合のセル廃棄率に相当するため，次式で与え
られる.

1 -Pfix = 1 -Ptotal(九，CCIR/Pr ) (6.3) 

ここで，伝送路瞬断率の CCIR 規定値九 CCIR は，約 0.05 % /2500km で
ある.このため ， 50km 当たりの CCIR規定値九，CCIR は 0.001 % /50km 
となる.従って，レイリーフェージング発生確率九が 100%の時 50km 中

継区間当たりの九 CCIR/九は， 0.001% となる.
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式 (6.2) に基づいた改善効果の計算結果を図 6.2 に示す.図より， M=1

の場合には数倍のセル廃棄率の改善効果が得られることが明らかである.

また，ダイパーシティ併用時の改善効果は M が大きくなるほど少なくな

る.これは可変容量伝送にダイパーシティを併用した場合の疎通率の改

善効果が，固定容量伝送にダイパーシティを用いた場合より大きい改善

効果を有するが，しかし，その差は比較的小さいことを示している.
次に，周波数選択性フェージング環境下におけるセル廃棄率は，式

( 4.15) より，

L ____ (¥ 1og2 (1 +器) , l 
1 -Ptotal = 1 一 (1 一九) 1 1 一位pl一入叫 +{(lT)1))J (6.4) 

で与えられる.この場合，セル廃棄率の改善効果係数は次のように定義で

きる.
71-Pfm+EQL 
・ー

L側tage - 1 一九αr+EQL (6.5) 

ここで， 1 -Pfix+EQL は自動等化器のみを用いた場合のセル廃棄率であ

り ?1-RyaT+EQL は可変容量伝送方式と自動等化器を併用した場合のセル

廃棄率である.式 (6.5) に基づいて，帯域内振幅偏差が生じる状況下にお
ける無線 ATM 網のセル廃棄率改善効果を図 6.3に示す.図より， 100 倍

以上の大きい改善効果が得られていることが分かる.
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6.3 陸上移動通信システムに対する応用

6ふ1 概念

可変容量伝送方式を TDMA システム移動通信に適用した場合の概念
図を図 6.4に示す.

従来の TDMA システムでは，フレーム当たりに 3 チャネルで情報伝

送を行なっているため， 3 チャネル全てがそれぞれのユーザ (A，B ，C) に使

われている場合には，他の情報伝送を希望するユーザ (D) はチャネルの

空きを待つ状態になる(図 6.4(a)). しかし，可変容量伝送方式が適用され
ると，それぞれのユーザは異なる変調多値数を用い，大きい多値数で情報
伝送を行なうユーザ (C) に対してはチャネル占有時間を短くすることが

できるため，待ち状態であったユーザ (D) を占有時間の短縮のために空
いたチャネルに割り当てることができる(図 6.4(b)). すなわち，可変容量

伝送方式を TDMA システムに適用すると， 1 チャネルを 1 ユーザが独占
するのではなく，一つのチャネルを複数のユーザが共有することになる

ので，ユーザ数が増大する場合に有効である.

6ふ2 周波数繰り返し距離に対する改善効果

解析モデルを図 6.5 に示す.

受信信号の平均電力は，送信アンテナまでの距離のほぼ4乗に反比例
するので(101)，移動局から希望基地局，干渉基地局までの距離をそれぞれ

d , d' とすれば，

~)佳どれ 作 6)(~告

の領域内では，干渉量は干渉波によるある伝送路瞬断率九以下に抑えら
れる.ここで，れは搬送波対干渉雑音平均電力比である.従って，システ

ムが許容し得る希望波対干渉波電力比が与えられると上式より繰り返し
得る同一チャネルゾーン聞の距離が決定される.

移動局が同一チャネル干渉が最も大きくなるゾーンの円周上にいると

仮定すれば，周波数繰り返し距離 D は，ゾーン半径で正規化した希望・干
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渉波両基地局間の距離として定義され(102)，式 (6.6) を満たす最も小さい

d/d' に対して次式が得られる.

d + d' 
D=-z-=1+r♂ (6.7) 

可変容量伝送を行うことによる周波数繰り返し距離 D の改善効果を

明らかにする.このため，周波数繰り返し距離の改善効果係数 ID として，

可変容量伝送時の周波数繰り返し距離D に対する固定容量伝送時の周波
数繰り返し距離 D' の比を次のように定義する.

In E 1 十九fut
-一一LJ -
D 
-
1 + fi，叩Tt

(6.8) 

ここで， fi 叩T は，可変容量伝送時においてある疎通率を達成するために
必要なれであり，れ，/ix は，可変容量伝送時と同等な疎通率を達成するた
めの所要じである.

上式 (6.8) に基づいて，干渉波と熱雑音が同時に存在する場合，干渉に
よる瞬断の割合 α に対する周波数繰り返し距離改善効果 ID を図 6.6に示

す.また，回線瞬断率九に対する周波数繰り返し距離改善効果を， f をパ
ラメータとして図 6.7に示す.これらの図より，固定容量伝送時の回線瞬
断率九を 0.1%に設定した場合，可変容量伝送方式を用いることにより周

波数繰り返し距離は，固定容量伝送時の周波数繰り返し距離と比べ約 1/5
以下にすることが可能である.
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6.3 陸上移動通信システムに対する応用
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6.4 結言

本章では，可変容量伝送方式の応用として，マルチメディア伝送を実

現可能とする ATM網に適用した場合，その動作概念について述ペヲ ATM

伝送で問題となるセル廃棄率の改善効果を示したその結果，非周波数選
択性フェージング及び選択性フェージング発生時において，大きいセル

廃棄率改善効果が得られることが明らかとなった.

また，可変容量伝送方式を TDMA システムを用いる移動体通信に適

用した場合の動作原理を示し，従来の固定容量伝送時と同一の疎通率で伝
送を行なう場合，周波数繰り返し距離を 1/5 にできることが明らかとな
り，今後の信号伝送の高品質化と共に効果が高くなることが予想される.
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日間

本論文は，可変容量ディジタル無線通信方式のフェージ、ング環境下に

おける伝送特性に関して，筆者が行った研究の成果をまとめたものであ

る.以下，本研究で得られた成果を総括して述べる.

1.トラヒック変動に対して柔軟な通信方式として，発生するトラヒツ

ク量に応じて変調多値数を制御する可変容量伝送方式を提案し，そ

の容量制御方法及び動作概念について述べ，可変容量伝送方式が
フェージング伝送路において有効な通信方式であることを定性的に

論じたまた，システム全体におけるトラヒック疎通率は，無線伝

送路での疎通率と発生するトラヒック量が伝送可能な容量以下であ

る確率との積から求められることを示した次に，無線伝送路にお

いて信号劣化の原因となる非周波数選択性フェージング及び周波数

選択性フェージングのモデルを示し，これらの環境下における伝送

路瞬断率を求めた.さらに，トラヒック分布として指数分布を仮定

し，トラヒック変動時の呼損率を示した

2. 非周波数選択性フェージ、ング環境下における可変容量伝送方式の伝

送特性の理論的解析，及ぴフェージ、ング補償技術として従来から用

いられているダイパーシティと併用した可変容量伝送方式の総合瞬

断率の導出を行なった.その結果，可変容量方式とダイバーシティ

を単独で使用した場合の効果を比較した場合，可変容量伝送方式は
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約 3 重ダイパーシティを用いた固定容量方式と同程度の大きな疎通

率改善効果を有し，可変容量伝送方式を非選択性フェージングの補
償技術のーっとして考えることができることを示した可変容量方
式は深いフェージング状況時に伝送すべきトラヒックを浅いフェー
ジング状況時にまとめて大量に伝送するという一種の時間ダイパー

シティ効果で捉えることができるため，深いフェージングに対する
効果が高く，深いフェージングを異なったアンテナで救済できるダ

イバーシティと同様な役割を果たしている.このため，両者を併用

した場合には，それに見合うだけの相乗効果が得られないものと考
えられる.

3. 周波数選択性フェージング環境下の可変容量伝送方式の総合疎通率

を導出したその結果，可変容量伝送を用いることにより，振幅偏差
の許容値が 30dB の場合，固定容量伝送時の約 8 倍の疎通率改善効
果が得られた次に，自動等化器を単独で用いた場合，および自動
等化器と可変容量伝送方式を併用した場合の総合疎通率を導出し，

疎通率および瞬断率の改善効果を明らかにした即ち，可変容量伝

送による効果が，等化器のみによる効果より大きく，可変容量伝送

方式を波形ひずみの補償技術として考えることができることを示し

たまた，可変容量伝送方式を単独で使用した場合の効果は，固定

容量伝送方式に 5 タッフ。の自動等化器を適用した場合の効果と等価

であることが分かった.さらに，可変容量伝送がダイパーシティと

類似な動作をするため，等化器の単独使用に比べて総合瞬断率にお

いて相乗効果が存在することが明らかとなった.但し，可変容量伝

送と 17 タップ以上の自動等化器を併用した場合は，相乗効果が小

さくなる.

4. 熱雑音と同一チャネル干渉雑音の同時存在下において，可変容量伝
送方式を用いた場合の疎通率の理論的解析を行った.その結果，固
定容量伝送時の回線瞬断率九を 0.1%に設定し，定常時の CN 比 r

が 30dB の場合は，固定容量伝送時に比べて 16 倍の疎通率改善が得
られ，搬送、波対干渉波電力比を大きく改善できることから，可変容
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量伝送方式は干渉波が存在する伝送路に有効であることを明らかに

した.

5. 可変容量伝送方式の応用として，マルチメディア伝送を実現可能と

する ATM網に適用した場合，その動作概念について述ベヲ ATM伝

送で問題となるセル廃棄率の改善効果を示したその結果，非周波

数選択性フェージング及び周波数選択性フェージング発生時にお

いて， 100 倍以上のセル廃棄率改善効果が得られることが明らかと

なった.また，可変容量伝送方式を TDMA システムを用いる移動

体通信に適用した場合の動作原理を示し，従来の固定容量伝送時と

同ーの疎通率で伝送を行なう場合，周波数繰り返し距離を 1/5 にで
きることを明らかにした.
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